
１．事業概要

【予備自衛官等について】

○ 防衛省・自衛隊においては、各種事態の際に、

必要な数の自衛官を迅速かつ計画的に確保する

ことを目的として、予備自衛官、即応予備自衛官

及び予備自衛官補の３つの制度を設け、常備自衛

官を補完している。

○ 予備自衛官等制度の維持・運用のため、予備自

衛官等に対し手当や訓練への出頭旅費等の支給、

雇用企業に対し給付金の支給等を行っている。

２．論点

○ 常備自衛官を効果的に補完するため、制度見直しをどのように進めていくべきか。

次ページにある現状の問題認識・課題を踏まえ、予備自衛官等の充足率向上のため、必要な制度の見直しを
行うもの。
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常備自衛官

予備自衛官
即応予備自衛官

予備自衛官補

【防衛力】

【非防衛力】

補完防衛力

247,154人
陸 自：150,500人
海 自： 45,293人
空 自： 46,994人
統幕等： 4,367人

4,621人

7,981人

47,900人

（R5.3.31現在）
※各人数は、法令等

に規定する人数で
ある。

予備自衛官等制度（予備自衛官等に必要な経費）
【令和５年度予算額 】 歳出ベース：６３億円（契約ベースも同額）



３．現状の問題認識・課題

〇 安全保障環境が急速に厳しさを増していることを踏まえれば、いざという時に自衛官とともに様々な任務に就
く予備自衛官等の人材確保や体制強化は、極めて重要な課題。

〇 一方で、近年、即応予備自衛官及び予備自衛官の低充足が常態化しており、これまでも充足向上のための施策
を講じてきたが、目立った向上に至っていない。

〇 即応予備自衛官、予備自衛官の主たる採用ソースである自衛官を対象としたアンケート調査（Ｒ３年度）によ
れば、自衛官を退職後に予備自衛官等を志願しない理由の約7割が「仕事と両立できるかが不安」であった。

〇 また、近年、採用者数（インプット）に比べ退職者数（アウトプット）が多い傾向にあり、退職理由に着目す
ると、主だった理由は次の２点であり、これらの退職理由は、自衛官が退職後に予備自衛官等への志願を敬遠す
る理由に結びついている可能性も考えられる。

・「生業と訓練との両立が困難」を理由とする退職者（即応予備自衛官：約６割、予備自衛官：約３割）※

・現行の「年齢制限」を理由とする退職者 （即応予備自衛官：約２割、予備自衛官：約４割）※

※上記割合はＲ３年度の全退職者に占める割合である。

〇 作戦環境の変化や自衛隊の任務が多様化する中で、予備自衛官等が常備自衛官を効果的に補完しうるよう、充
足率の向上のみならず、予備自衛官等に係る制度を抜本的に見直し、体制強化を図る必要。
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４．ロジックモデル

3

アクティビティ
（活動）

アウトプット
（活動実績）

アウトカム
（中期）

アウトカム
（長期）

・法令等に規定する

人数に近い充足を

確保・維持

【参考】

・法令等に規定する

人数（令和４年度

末（R5.3.31現

在））

✓即応予備自衛官：

7,981人

✓予備自衛官：

47,900人

✓予備自衛官補：

4,621人

アウトカム
（初期）

・即応予備自衛官を主体とする部隊の廃止や

国民保護の実効性を高めるための予備自衛

官の活用など役割を再整理した上で、自衛

官未経験者からの採用拡大、年齢制限、訓

練期間等について現行制度の見直し。

・この際、見直しに向けた検討にあたっては、

充足率の向上を主眼に、採用等の条件（年

齢制限等）、訓練の負担、各種手当や給付

金といった処遇などを重点的に見直し。

・予備自衛官等の採用

数の増加及び退職者

数の減少（充足率向

上）を継続

・令和Ｘ年度末におけ

る充足率

✓即応予備自衛官：

Ａ％

✓予備自衛官：Ｂ％

✓予備自衛官補：Ｃ%

充足向上のための施策を講

じてきたが、目立った向上に

至っていないため、新たなア

クティビティを設定・見直し

等を実施し、上記中期アウト

カムの効果を目指し、最終的

に法令等に規定する人数に近

い充足を確保・維持する。

新たなアクティビティ
（活動）

（新たなアクティビティによ
り令和４年度末における充足
率＋α）

・令和４年度末（R5.3.31

現在）における充足率

✓即応予備自衛官：50.7％

✓予備自衛官：69.6％

✓予備自衛官補：53.7%

・現行制度の見直
し

・制度の見直し等

・任用の拡充等

・雇用企業を支え

る各種制度

採用等の条件（年
齢制限等）、訓練
の負担、各種手当
や給付金といった
処遇などの見直し

・予備自衛官等を

対象とした充足

率向上に資する

取組

凡例

：令和４年度までの取組の流れ

：令和５年度以降の取組の流れ



（参考資料）
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予備自衛官等制度の概要

即応予備自衛官 予備自衛官 予備自衛官補

導入年度 平成９年度 昭和２９年度 平成１３年度

有事の際
の役割

第一線部隊の一員として任務に就く 後方地域の警備、後方支援等の任務に就く

招集区分
防衛招集、国民保護等招集
治安招集、災害等招集、訓練招集

防衛招集、国民保護等招集
災害招集、訓練招集

教育訓練招集

法令等に
規定する
人数

７,９８１人（陸自のみ） ４７,９００人 陸自：４６,０００人
海自： １,１００人
空自： ８００人

４,６２１人 陸自：４,６００人
海自： ２１人

現 員 ４,０５０人（充足率：５０.７％） ３３，３５２人（充足率：６９．６％） ２，４８１人（うち海自：４人）

採用年齢

２尉、３尉、准尉、
曹長、１曹 ：５２歳未満
２曹、３曹 ：５１歳未満
士 ：５０歳未満

１佐 ：５９歳未満
２佐、３佐 ：５８歳未満
１尉、２尉、３尉、
准尉、曹長、１曹 ：５７歳未満
２曹、３曹 ：５６歳未満
士 ：５５歳未満

一般：１８歳以上３４歳未満
技能：１８歳以上で、技能に応じ５３～

５５歳未満
技能区分 衛生、語学、整備、情報処理、通信、

電気、建設、放射線管理、法務、船舶、
人事、システム防護

任用期間

３年（継続任用も可）
上限年齢：２尉～１曹は５２歳未満、

２曹～３曹は５１歳未満、
士は５０歳未満まで継続任用

３年（継続任用も可）
（上限年齢：６２歳未満まで継続任用）

－※技能予備自衛官の一部（【共通】衛生【陸】整備、
電気、建設、放射線管理【空】語学）を対象に継続任
用時の上限制限を試行的に廃止（令和５年度）

訓練／
教育訓練
日 数

３０日間／年 ５日間／年（自衛隊法上は２０日以内／年）
※一般公募予備自から即自への志願者

軽火器：３６日間／３年以内
迫撃砲：３９日間／３年以内

一般：５０日間／３年以内
技能：１０日間／２年以内

処 遇

即応予備自衛官手当：16,000円／月
訓練招集手当：10,400円～14,200円／日
勤続報奨金：120,000円／１任期（３年）

予備自衛官手当：4,000円／月
訓練招集手当 ：8,100円／日
※予備自衛官補出身者の即応予備自衛官になるため
の訓練における訓練招集手当は8,300円／日

教育訓練招集手当：8,800円／日

防衛招集等により自衛官になった場合は、常備自衛官と同様の給与を支給

雇用企業
への給付金

即応予備自衛官雇用企業給付金
42,500円／月（年間51万円）

即応予備自衛官育成協力企業給付金
一般公募予備自が即自に任用された場合：56万円 －

雇用企業協力確保給付金 34,000円／日

Ｒ５.4.1現在
（※現員Ｒ５.3.31現在）
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即応予備自衛官の充足状況

近年、即応予備自衛官の充足率は年々低下し続けており、低充足が常態化。

自衛官を対象としたアンケート調査（Ｒ３年度）によれば、自衛官を退職後に即応予備自衛官又は予備自衛官

を志願しない理由の約7割が「仕事と両立できるかが不安」

即応予備自衛官を退職する主な理由は、①「生業と訓練の両立が困難」が退職者全体の約６割、②現行の「年

齢制限」が退職者全体の約２割
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予備自衛官の充足状況

近年、予備自衛官の充足率は７０％前後を推移しており、低充足が常態化。

自衛官を対象としたアンケート調査（Ｒ３年度）によれば、自衛官を退職後に即応予備自衛官又は予備自衛官

を志願しない理由の約7割が「仕事と両立できるかが不安」

予備自衛官を退職する主な理由は、①「生業と訓練の両立が困難」が退職者全体の約３割、②現行の「年齢制

限」が退職者全体の約４割
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予備自衛官補の充足状況
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予備自衛官補制度は、主として自衛官未経験者を予備自衛官補（一般・技能）として採用し、所要の教育訓練を

経た後、予備自衛官として任用する制度。平成１３年度に陸上自衛隊に導入し、平成２８年度に海上自衛隊にも

導入。

予備自衛官補から予備自衛官への任用者数は年々低下し続けており、任用者数の向上を図ることが喫緊の課題。

予備自衛官補が常備自衛官の採用試験を受験し採用されているケースもあり、常備自衛官の確保に一定程度貢献。

240 220 176 149 143 115 166 97 87 107

185 171 174 169 159 145 188 44 156 310

【予備自衛官への任用者数】※上段は「一般」下段は「技能」

372 400 420 333 426 392 421 222 490 394

【常備自衛官への採用者数】
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9

① 即応予備自衛官を主体とする部隊の廃止や国民保護の実効性を高めるための予備自衛官の活用など役割を
再整理した上で、自衛官未経験者からの採用拡大、年齢制限、訓練期間等について現行制度の見直しを行う。

② この際、見直しに向けた検討にあたっては、充足率の向上を主眼に、採用等の条件（年齢制限等）、訓練
の負担、各種手当や給付金といった処遇などを重点的に見直し。

③ この検討の一環として本年４月から一部の技能予備自衛官を対象に継続任用時の上限年齢（６２歳未満）
を試行的に廃止することに着手。
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手当及び給付金
・ 即応予備自衛官手当及び予備自衛官手当

（即応予備自衛官:16,000円/月、予備自衛官:4,000円/月）
・ 即応予備自衛官及び予備自衛官の訓練招集手当

（即応予備自衛官:10,400～14,200円/日、予備自衛官:8,100円/日）
・ 雇用企業に対する給付金

（即応予備自衛官雇用企業給付金、即応予備自衛官育成協力企業給付金、雇用企業協力確保給付金） 等
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訓練/教育訓練日数
即応予備自衛官：30日間/年、予備自衛官補（一般）：50日/３年
訓練等の招集に伴う休暇取得のあり方
公務員が、訓練等に応じて、平素の勤務先を離れる場合、給与が減額されるため有給休暇を取得 等

採用時の上限年齢
予備自衛官等の採用時の上限年齢（例 予備自衛官補（一般：34歳未満、技能：53歳～55歳未満））
継続任用時の上限年齢
予備自衛官の継続任用時の上限年齢（６２歳未満） 等
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重 点 検 討 項 目

見直しに向けた今後の方向性



人材確保及び充足向上の観点から、特殊又は高度の技術及び知識を有する予備自衛官（技能予備
自衛官）のうち、一部の技能予備自衛官を対象に、継続任用時の年齢制限を試行的に廃止

予備自衛官の継続任用時の上限年齢廃止（試行）について
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予備自衛官等の充足向上等のための施策➊

退職する自衛官に対する予備自衛官等の制度に関する説明及び志願の働きかけを行うほか
充足向上等のための施策（以下）を実施

【制度の見直し等】

（１）海上自衛隊における予備自衛官補の導入
民間海上輸送力の活用に係るＰＦＩ事業の実施に伴い、海上自衛隊に予備自衛官補制度を導入

（Ｈ28.5～）

（２）熊本地震の教訓反省として招集手続の見直し
平成28年４月に発生した熊本地震において、即応予備自衛官の招集時に出頭すべき日以前に部隊に到

着した者が相当数いた実績を踏まえ、予備自衛官等に異議がないときは、その日数を短縮することができ
るよう、招集手続きを見直し（H28.8～）

（３）予備自衛官・即応予備自衛官の防衛記念章の着用要領の変更
予備自衛官等の防衛記念章の着用は「自衛官であった者」に限られていたところ、自衛官経験がなくと

も予備自衛官等は招集（訓練招集を除く。）に応じ出頭すれば自衛官として活動することから「自衛官で
あった者」と限定することなく防衛記念章を着用できる要領に変更（R2.3～）

（４）予備自衛官等応招確認システムの導入 （P14参照）

大規模災害発生時における初動に迅速に対応するため、応招確認システムを導入（R2.4～）

（５）ｅラーニングによる教育の導入（P15参照）

予備自衛官補（一般）の教育訓練招集による移動及び時間の効率化を図るため、インターネットサービ
スを活用したｅラーニングによる教育の導入（R2.4～）

（６）予備自衛官補の募集計画数の拡大
予備自衛官補の募集計画数について、これまで約１，６２０名であったところ、約１，９２０名に

拡大（R4.1～）
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予備自衛官等の充足向上等のための施策❷

【任用の拡充等】

（１）民間部門に再就職する自衛官の予備自衛官への活用
自衛隊操縦士の民間における活用（割愛）により再就職した航空機操縦士（元自衛官）を予備自衛官に

任用（H26.8～)

（２）予備自衛官等の採用要件等の見直し
予備自衛官等の充足向上を図るため、次のとおり採用要件等の見直しを実施（H30.10～）

・ 予備自衛官について、士長以下の採用上限年齢を「３７歳未満」から「５５歳未満」に引上げるとと
もに、任用上限年齢を「６１歳未満」から「６２歳未満」に引上げたほか、医師の資格を有する技能予
備自衛官について、継続任用時の上限年齢（６２歳未満）を廃止

・ 即応予備自衛官について、士長以下の採用上限年齢を「３２歳未満」から「５０歳未満」に引上げ

（３）一般公募予備自衛官＊から即応予備自衛官への任用（P16参照）

自衛官経験のない一般公募予備自衛官のうち、即応予備自衛官への任用を志願する者に対し、所定の教
育訓練を行い基本特技を修得した者を即応予備自衛官に任用（H31.4～）

＊ 一般公募予備自衛官：予備自衛官補から任用された予備自衛官

（４）予備自衛官補の技能区分の拡大等（P17参照）

陸上自衛隊にシステム防護（サイバー）、人事（保育士）を拡大（Ｒ4.7～）

【雇用企業を支える各種制度】

（１）即応予備自衛官雇用企業給付金（P18参照）

即応予備自衛官が訓練および災害等招集にいつでも出頭できる環境を整えていただくために、雇用企業
（即応予備自衛官を雇用する法人その他の団体および自家営業主）に給付金が支払われる制度(H10.3～)

（２）予備自衛官等協力事業所表示制度（P19参照）

事業所が予備自衛官等の雇用を通じ、社会貢献を果たしていることを防衛省として認定・称揚すること
で予備自衛官等制度に対する社会的な関心・理解を深め、制度の円滑な運営に資することを目的とした制
度（H27.12～）
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予備自衛官等の充足向上等のための施策❸

（３）雇用主に対する情報提供制度（P20参照）

予備自衛官または即応予備自衛官である者の雇用主の理解と協力を得ることを目的とし、防衛省・自衛
隊から雇用主に対し、その被用者である予備自衛官等に係る訓練招集の予定期間その他の情報を提供する
制度（Ｈ29.9～）

（４）雇用企業協力確保給付金（P21参照）

予備自衛官または即応予備自衛官が、防衛出動、国民保護等派遣、災害派遣等に招集されたことで、平
素の勤務先を離れざるを得なくなった場合、その職務に対する理解と協力の確保に資するための給付金を
支給する制度（H30.10～）

（５）即応予備自衛官育成協力企業給付金（P22参照）

予備自衛官補から任用された予備自衛官が、即応予備自衛官に任用されるためには、即応予備自衛官と
して必要な知識・技能を修得するため、所要の訓練（「軽火器」３６日間、「迫撃砲」３９日間、最短で
２年間）が必要となり、通常の予備自衛官に比べ、平素の勤務先を離れる日数が増えることから、雇用企
業の理解及び協力に資する給付金制度（R2.4～）

13



大規模災害発生時における初動に迅速に対応するため、応招確認システムを導入

概 要

《令和２年４月～》

予備自衛官等応招確認システム

14



予備自衛官補（一般）の教育訓練招集による移動及び時間の効率化を図るため、インター
ネットサービスを活用したｅラーニングによる教育を導入

概 要

《令和２年４月～》

ｅラーニングによる教育

15

○自宅でいつでも軽易に受講可能
【メリット】 ○自宅と招集場所との移動の負担を軽減

○約５日／５０日の出頭を効率化

【新潟に居住する予備自衛官補の一例（イメージ）】

※招集訓練に出頭しないため、教育訓練招集手当の支給の対象とはなりません。

招集場所
（武山駐屯地）

自宅等

予備自衛官補
活用の一例



自衛官経験のない一般公募予備自衛官のうち、即応予備自衛官への任用を志願する者に対
し、所定の教育訓練を行い基本特技を修得した者を即応予備自衛官に任用

概 要

《平成３１年４月～》

一般公募予備自衛官*から即応予備自衛官への任用

16

＊ 一般公募予備自衛官：予備自衛官補から任用された予備自衛官



予備自衛官補（技能）の拡大等

○ 平成13年度に陸上自衛隊に予備自衛官補制度を導入した以降、技能の種類を順次拡充。
○ 平成28年度には海上自衛隊に海技士の資格を有する技能予備自衛官補を導入。

▲
平成13年度
予備自衛官補制度導入
（陸上自衛隊）

▲
平成28年度
予備自衛官補
制度導入
（海上自衛隊）

自動車整備士（大型、小型、二輪、ガソリン、ディーゼル）

臨床工学技士
歯科衛生士

電気主任技術者

フランス語、スペイン語、アラビア語、ポルトガル語ロシア語、中国語、韓国語英語

サイバー

保育士
遺体衛生保全士
納棺士

公認心理師臨床心理士
医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、
臨床検査技師、救急救命士、栄養士、准看護師 等衛生

語学

整備

情報処理

通信

建設

電気

ＡＩ、ＤＤ総合種工事担任 等陸上無線技術士 等

放射線取扱主任者

弁護士、司法書士

放射線管理

法務

海技士（航海、機関）船舶

人事

システム防護

建築士、測量士/補、建設機械施工技士、建築施工管理技士、土木施工管理技士、管工事施工管理技士、木造建築士

▲
平成25年度
東日本大震災の教訓
を踏まえ技能を拡大

ＩＴストラテジスト等
テクニカル
エンジニア

システムアナリスト
等

H14 H15 H18 H22 H25 H28 R3 R4
▲
令和3年
更なる技能の拡大
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即応予備自衛官が訓練および災害等招集にいつでも出頭できる環境を整えていただくために、
雇用企業（即応予備自衛官を雇用する法人その他の団体および自家営業主）に給付金が支払わ
れます。

概 要

支給要件は？※２

１ 即応予備自衛官との間に次のいずれにも該当する雇用関係を有していること。
●１週間の所定労働時間が３０時間以上であること
●１年以上引き続き雇用されることが見込まれること

２ 即応予備自衛官が招集訓練及び災害等招集に応じる期間を特別休暇、勤務免除扱い
とする等の措置を講ずることによって、人事考課上等不利益な取扱をしないこと。

３ 即応予備自衛官を雇用する企業等内において、即応予備自衛官制度等の周知に努め
ていただくこと。

支給要件の確認要領は？
１ 支給要件を確認するため、申請時において所要の書

類を提出していただきます。
●雇用保険被保険者証、雇用契約書、

雇入通知書、就業規則又は賃金台帳等の写し
●休暇措置等を確認し得る書類又はその写し

２ 地方協力本部担当者が、支給要件の確認をさせてい
ただきます。

※１：申請を受けた月から、支払いの対象となります。

《平成１０年３月～施行》

即応予備自衛官雇用企業給付金の概要

18
※２：支給要件を満たさなくなった場合には支給されません。



事業所が予備自衛官等の雇用を通じ、社会貢献を果たしていることを防衛省として認定・称
揚することで予備自衛官等制度に対する社会的な関心・理解を深め、制度の円滑な運営に資す
ることを目的とした制度

概 要

《平成２７年１２月～》

予備自衛官等協力事業所表示制度
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予備自衛官または即応予備自衛官である者の雇用主の理解と協力を得ることを目的とし、防
衛省・自衛隊から雇用主に対し、その被用者である予備自衛官等に係る訓練招集の予定期間そ
の他の情報を提供する制度

概 要

《平成２９年９月～》

雇用主に対する情報提供制度
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《平成３０年１０月～施行》

雇用企業協力確保給付金の概要

21

ケース①防衛出動、国民保護等派遣、災害派遣等のため招集に
応じ平素の勤務先を離れた場合

予備自衛官または即応予備自衛官が、防衛出動、国民保護等派遣、災害派遣等に招集されたこ
とで、平素の勤務先を離れざるを得なくなった場合、その職務に対する理解と協力の確保に資す
るための給付金を支給します。

概 要

給付対象となるケース
ケース②招集中における公務上の負傷又は疾病により平素の勤

務先を離れた場合

予備自衛官又は即応予備自衛官である従業員が１０日間
招集された場合（就業規則における休日は除く）

×
※就業規則における休日は除く。※通院等による時間単位の休業補償は支給対象外。

予備自衛官等である従業員が、平素の勤務先に
おける事業に従事することができなかった日数 日額 ３４，０００円

ケース①のための招集中又は訓練招集中の負傷又は疾病
により１４日間（※）の入院等による治療を要するため、
平素の勤務先を離れた場合 （※）上限を９０日とする。

※予備自衛官又は即応予備自衛官が個人事業主の場合は、支給対象とはなりません。

給付額

支給対象者について
予備自衛官又は即応予備自衛官を雇用する法人その他団体及び個人事業主（国、地方公共団体及び公共団体は除く）



自衛官未経験である予備自衛官（以下「一般公募予備自衛官」という。）が、即応予備自衛官
に任用されるためには、即応予備自衛官として必要な知識・技能を修得するため、所要の訓練
（「軽火器」３６日間、「迫撃砲」３９日間、最短で２年間）が必要となります。そのため通常
の予備自衛官に比べ、平素の勤務先を離れる日数が増えることから、雇用企業の理解及び協力に
し資する給付金制度です。

１ 支給対象者：一般公募予備自衛官を雇用する法人その他の団体及び個人事業主
（ 国・地方公共団体、公共法人及び一般公募予備自衛官本人が個人事業主である場合は除く。）

２ 支 給 要 件：①一般公募予備自衛官との間に次の事項のいずれにも該当する雇用関係を有していること。
・１週間の所定労働時間が３０時間以上であること。
・申請時において、１年以上引き続き雇用されることが見込まれること。

②一般公募予備自衛官が訓練招集等に応じる期間を、特別休暇、勤務免除扱いとする等、労働協約
又は就業規則等により措置することによって、不利益な取扱いをしないことが明らかであること。

③雇用企業内において予備自衛官及び即応予備自衛官制度等の周知に努めること。
④一般公募予備自衛官が、即応予備自衛官に任用※されたときに雇用関係を有すること。
※ 基本特技「軽火器」又は「迫撃砲」の取得が必要

３ 支 給 金 額：５６０,０００円（一括支給）

※ 基本特技を取得し、即応予備自衛官に任用された
場合に、当該一般公募予備自衛官を雇用する企業
に対し給付金を一括で支給

③基本特技の取得訓練

②申 請

⑤給付金支払い

支給額：５６万円／人

給付金（１人あたり）

①志願 ④任用

約40日間基準

《令和２年４月～施行》

即応予備自衛官育成協力企業給付金の概要
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概 要

要件等
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予備自衛官等の充足向上施策と充足率の関係性

：即応予備自衛官 ：予備自衛官 ：予備自衛官補

即自導入（陸自）

雇用企業給付金

予備自補導入（陸自） 予備自補導入（海自）

東日本大震災 熊本地震
７月豪雨
北海道胆振東部地震

東日本台風
新型コロナ

7月豪雨

協力事業所表示制度の導入

情報提供制度の導入
招集手続きの見直し

雇用企業協力確保給付の導入
予備自採用要件の見直し

一般公募予備自から即自への任用
即自育成協力企業給付の導入

採用者の減少 H11:8,080人 →H22:3,896人 （▲4,184減）

法令等に規定する人数の増加
H14:5,726人 → H16:9,004人

（+3,278増）

法令等に規定する人数の増加
H14:300人 →H16:995人

（+695増）

採用者の減少
H30:1,749人 →R2:1,156人

（▲593減）
※R2年度採用試験が新型コロナの影響

により1回のみとなった。
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ｅラーニングの教育の導入
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予備自衛官等へ志願しない理由(Ｒ３年度アンケート結果）
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621 66.8 4.0 2.4 14.5 12.2

幹部 169 60.4 4.7 4.7 5.3 24.9

准尉・陸曹 180 67.2 3.9 1.7 17.2 10.0

陸士 261 69.7 3.8 1.5 19.2 5.7

19歳以下 23 69.6 4.3 0.0 21.7 4.3

20～29歳 258 69.0 3.5 1.6 18.6 7.4

30～39歳 104 62.5 4.8 4.8 10.6 17.3

40～49歳 162 61.1 5.6 2.5 11.7 19.1

50歳以上 65 75.4 1.5 3.1 10.8 9.2

男 539 66.0 4.3 2.8 14.5 12.4

女 73 69.9 2.7 0.0 16.4 11.0

階級区分

年齢

性別

全体

《現役自衛官に対するアンケート結果（R3年度）》

【Q．予備自衛官等に志願しない理由】

➢ 全体では、「仕事と両立できるかが不安」が66.8％と最も高い。
➢ 階級区分別でみると、幹部において「その他」が高い傾向にある。
➢ 年齢別でみると、30～39歳、40～49歳において「その他」が高い傾向にあり、

50歳以上において「仕事と両立できるかが不安」が高い傾向にある。
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予備自衛官等の採用者数・退職者数の比較推移

即応予備自衛官

予備自衛官

440 586 518 379 493 573 530 478 459 469 
820 888 728 741 604 645 546 527 536 537 

186%
152%

141%
196%

123% 113% 103% 110% 117% 114%

0%

50%

100%

150%

200%

0

300

600

900

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

採用数 退職者数 流出率（退職/採用）

4,621 
4,600 

4,544 4,386 4,337 4,679 4,467 4,566 
2,998 

3,956 
4,461 

4,865 
4,449 4,228 3,749 3,971 4,342 4,170 

3,983 
3,931 

97%
106%

98% 96%
86% 85%

97% 91%

133%

99%

0%

50%

100%

150%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
採用数 退職者数 退職率（退職/採用）

近年、採用者数（インプット）に比べ退職者数（アウトプット）が多い傾向

直近５年の平均流出率（退職数を採用数で除した割合）が、即応予備自衛官は１１１％と高く、予備自衛官

は９９％とほぼ均衡

直近５か年平均９９％

直近５か年平均１１１％

25



0.8%

9.7%

0.4%
6.1%

16.7%

予備自衛官

生業と訓練との両立が困難 年齢制限

心身の故障 職員等に採用

訓練不出頭 家庭事情

その他

即応予備自衛官、予備自衛官の主な退職理由

7.4%

2.8%
2.0%

0.2%

7.1%

即応予備自衛官

生業と訓練との両立が困難 年齢制限

心身の故障 職員等に採用

訓練不出頭 家庭事情

その他

令和３年度に退職した即応予備自衛官、予備自衛官の主な退職理由は、「生業と訓練との両立困難」及び、

現行の「年齢制限」の２点である。

・「生業と訓練との両立が困難」を理由とする退職者（即応予備自衛官：約６割、予備自衛官：約３割）

・現行の「年齢制限」を理由とする退職者 （即応予備自衛官：約２割、予備自衛官：約４割）
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予備自衛官等の職業別在職状況

47.3%

37.0%

62.4%予備自衛官補

予備自衛官

即応予備自衛官

農 林 水 産 鉱 業 建 設 製 造 卸 売・小 売

運 輸・通 信 サービス 公務員 学 生 無 職 その他

令和３年度末に所属している予備自衛官等の職業別在職状況は、即応予備自衛官、予備自衛官はサービス業

従事者が最も多く、予備自衛官補は学生が最も多い。
（※職業の分類については、総務省の統計基準（日本標準産業分類）を参考に設定）
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予備自衛官等の年齢分布

1 

5,148 

4,723 
4,200 

13,364 

5,975 

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

10代 20代 30代 40代 50代 60代

予備自衛官

人数

0 

531 

1,464 

1,757 

368 

0

500

1,000

1,500

2,000

10代 20代 30代 40代 50代

即応予備自衛官

人数

148 

1,999 

256 
93 33 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

10代 20代 30代 40代 50代

予備自衛官補

人数

（人） （人） （人）

（注）R3年度末の状況

即応予備自衛官は、自衛官の定年年齢以前の者しか任用されないため４０代以前の者が約９割

予備自衛官は、自衛官の定年退職者が主に任用されているため５０代以降の者が約６割

予備自衛官補は、学生が多いため２０代以前の者が約９割
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29

予備自衛官の充足状況（陸海空別）

陸上自衛隊

幹部 准曹 士

所属人員：３２，３００人
（充足率：７０．２％）

海上自衛隊

幹部 准曹 士

所属人員：５２８人
（充足率：４８．０％）

航空自衛隊

幹部 准曹 士

所属人員：５２４人
（充足率：６５．５％）

（Ｒ５．３．３１現在）

予備自衛官の充足率は陸上自衛隊が７０．２％、海上自衛隊が４８．０％、航空自衛隊が６５．５％であり、

海上自衛隊が最も低くなっている。

階級区分ごとの所属人員に占める割合は、多少ばらつきがあるものの、極端な違いはない。

なお、階級や職種別の人数は法令等に定められていない。



即応予備自衛官の訓練一例

常備部隊（コア部隊）が訓練を主催し常備自衛官と一体となって、部隊行動を訓練
常備部隊（コア部隊）の改編により、新装備への習熟訓練も必要
設定された各段階の訓練の日数は分割できない

部隊としての訓練（部隊訓練）

市街地戦闘訓練

迫撃砲訓練

山地機動訓練

攻撃・防御訓練

ヘリボン訓練等

防災訓練

班レベルの
訓練
４日間×
１回

小隊レベル
の訓練
３日間×
２回

中隊レベル
の訓練
４日間×
１回

個人としての訓練（各個訓練）

格闘訓練

精神教育

体力検定

手榴弾投擲訓練

リペリング訓練

精神教育
体育訓練等

２日間×
１回

小火器射撃
格闘訓練
野外勤務等
２日間×
３回

特技訓練等

２日間×
４回

ATM射撃訓練
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予備自衛官の訓練一例

５日間の訓練を２回に分割可能
訓練を担任する常備部隊で年間複数回の訓練が設定され、予備自衛官が自己の都合
の良い時期で出頭できる。

射撃予習野外勤務救急法

出頭
被服等交付
健康診断

共通訓練（３日間）

５日間招集訓練

職務訓練（２日間）

野外衛生
体育訓練
特殊武器
基本教練

武器訓練
・射撃予習
・射撃検定

総監部等実務訓練

駐屯地警備訓練等

各職種訓練

各技能に応ずる訓練

ﾐｻｲﾙ整備 野外治療

特別な
招集訓練

• 日米共同演習
• 北部方面隊
総合戦闘力演習

• 西部方面隊
鎮西演習

通訳支援(YS演習）
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予備自衛官補（一般）の教育訓練

自衛官の新隊員前期課程と同じ内容を３年間で実施
教育訓練は陸の教育部隊が実施

第１段階 第２段階 第３段階

精神教育、服務、体育
基本教練、戦闘訓練、格闘
野外勤務
５日間 × ４回

野戦築城、戦闘訓練、野外勤務
通信、特殊武器防護
野外衛生及び救急法
５日間 × ４回

戦闘訓練
武器訓練、射撃
実弾射撃
５日間×２回

基本教練

格闘訓練

特殊武器防護野外勤務（歩哨）

徒歩行進(25km)戦闘訓練 射撃予習

手榴弾投擲

訓練開始式

戦闘訓練(総合)
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予備自衛官補（技能）の教育訓練一例

２年以内で１０日の教育訓練を実施
教育訓練は陸・海の教育部隊が実施

第１段階 第２段階

精神教育、服務、体育
基本教練、野外勤務
特殊武器防護・野外衛生等
５日間 × １回

武器訓練及び射撃
実弾射撃、職務訓練
５日間 × １回

基本教練 特殊武器防護

射撃予習

各個訓練

訓練開始式

職務概要

野外勤務（歩哨） 野外治療
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予備自衛官等の訓練招集以外の招集実績



災害招集命令書の交付
（H２３年東日本大震災）

捜索活動
（H２３年東日本大震災）

通訳支援
（H２３年東日本大震災）

衛生支援
（H２８年熊本地震）

がれき除去
（H３０年７月豪雨）

給水支援
（H３０年北海道胆振東部地震）

入浴支援
（R元年東日本台風）

医療支援
（R２年新型コロナウイルス感染症）

巡回診療
（R２年７月豪雨） 35

予備自衛官等の訓練招集以外の招集実績（活動状況）



予備自衛官等の処遇

36｣

即応予備自衛官手当

月額：16,000円

2､5､8､11月の3ヶ月毎に支給。ただし正当な理由の
ない訓練不出頭の場合、手当の支給は停止されます。

勤続報奨金

1任期：120,000円

1任期（3年）を良好な成績で勤務すると、勤続報奨金
として120,000円が支給されます。

訓練招集手当

階級 日当 階級 日当

2等陸尉 14,200円 2等陸曹 12,600円

3等陸尉 13,700円 3等陸曹 11,300円

准陸尉、陸曹長及び1等陸曹 13,200円 陸士長及び1等陸士 10,400円

即応予備自衛官 手当総額 約50万～60万円／年

災害補償

招集旅費、被服及び食事

公務に起因する負傷、疾病、障害又は死亡の場合の災害補

償は、自衛官と同様に実施されます。

招集中に必要被服が貸与され、訓練出頭のための往復旅費

及び食事が支給されます。

※手当は課税対象になります。

※常備自衛官から退職後、1年未満で任用された場合、任用1年目は、1日間訓練参加で
56,100円支給されます。

予備自衛官手当

月額：4,000円
2､5､8､11月の3ヶ月毎に支給。ただし正当な理由の
ない訓練不出頭の場合、手当の支給は停止されます。

訓練招集手当

日額：8,100円

年間5日間訓練に出頭すると40,500円が支給されます。

※公募予備自衛官から即応予備自衛官任用への基本特技取得
のための訓練招集手当は日額：8,300円

手当総額 88,500円／年予備自衛官

予備自衛官補

日額：8,800円

教育訓練に応じると手当が支給されます。
※ｅラーニングによる受講については、手当は支給されません。
※令和2年度以降の高卒程度の新試験合格者が対象となります。

手当総額 一般：440,000円／3年
技能： 88,000円／2年

教育訓練招集手当

その他


